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(57)【要約】
本発明は、複数の電力ケーブルおよび／あるいは複数の
変圧器からの熱エネルギーを冷却および回収する装置（
１００）ならびに方法を提供する。装置（１００）は、
少なくとも１本の電力ケーブル（１０４）および／ある
いは少なくとも１つの変圧器と熱接触する第１の管と（
１０２）、第１の管（１０２）に連結された伝熱装置（
１０６）と、流体循環手段（１１２）と、伝熱装置（１
０６）と連結され、例えば個人あるいは商業用の土地（
１２８）に通常設置されるような、外部加熱システムと
連動する加熱回路（１１４）とを備える。 使用中、循
環手段（１１２）は、第１の管（１０２）を介して流体
を循環させ、それによって伝熱装置（１０６）が、ケー
ブル（１０４）および／あるいは変圧器の熱エネルギー
の少なくとも一部を、後に加熱回路（１１４）を介し外
部加熱システム（１２６）を用いて再利用するべく、加
熱された流体から回収するよう作動する。前記装置およ
び方法は、地中の高圧電源ケーブルおよび地上の変電所
の変圧器からの廃棄熱を、回収および再利用し、更に前
記機器を冷却して運転性能および寿命を向上させるのに
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力ケーブルおよび／あるいは変圧器からの熱を冷却および回収する装置であって、該
装置は、
　少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは少なくとも１つの変圧　器と熱的に接
触する第１の管と、
　前記第１の管に連結された伝熱装置と、
　流体循環手段と、
　前記伝熱装置と連結され、外部加熱システムと連動する加熱回路とを備え、 
　使用中、前記循環手段は、前記第１の管を介して流体を循環させ、それによって前記伝
熱装置が、前記ケーブルおよび／あるいは前記変圧器の熱エネルギーの少なくとも一部を
、後に前記加熱回路を介し外部加熱システムを用いて再利用するべく、加熱された流体か
ら回収するよう作動する装置。
【請求項２】
　前記第１の管は、前記少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは変圧器に近接し
て配置されていることを特徴とする、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第１の管は、前記少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは変圧器に、螺旋
状に巻付けられていることを特徴とする、請求項１あるいは２に記載の装置。 
【請求項４】
　前記第１の管はパイプであることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の
装置。
【請求項５】
　前記伝熱装置は、前記第１の管から離れて配置されていることを特徴とする、請求項１
～４のいずれか１項に記載の装置。
【請求項６】
　前記伝熱装置は、少なくとも流出管と返流管とを備える流路によって、前記第１の管に
連結されていることを特徴とする、請求項１～５のいずれか１項に記載の装置。
【請求項７】
　前記流出管および返流管は、断熱層で被覆されていることを特徴とする、請求項６に記
載の装置。
【請求項８】
　前記伝熱装置は、ヒートポンプであることを特徴とする、請求項１～７のいずれか１項
に記載の装置。
【請求項９】
　前記ヒートポンプは、不可逆ヒートポンプであることを特徴とする、請求項８に記載の
装置。
【請求項１０】
　前記流体循環手段は、ポンプを備えることを特徴とする、請求項１～９のいずれか１項
に記載の装置。
【請求項１１】
前記加熱回路は、１組の流体管によって前記伝熱装置に連結されていることを特徴とする
、請求項１～１０のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１２】
　前記加熱回路は、熱交換機構を備えることを特徴とする、請求項１～１１のいずれか１
項に記載の装置。
【請求項１３】
　前記熱交換機構は、外部加熱システムと連動し、回収された熱を該システムへと搬送す
るよう作動することを特徴とする、請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】



(3) JP 2013-543367 A 2013.11.28

10

20

30

40

50

　前記加熱回路は、ポンプを備えることを特徴とする、請求項１～１３のいずれか１項に
記載の装置。
【請求項１５】
　前記加熱回路は、流出管と返流管とを含むインターフェースを備えることを特徴とする
、請求項１～１４のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１６】
　前記流体は冷媒であることを特徴とする、請求項１～１５のいずれか１項に記載の装置
。
【請求項１７】
　前記装置は、少なくとも１つの流体閉回路の形態に構成されていることを特徴とする、
請求項１～１６のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１８】
　複数の流体閉回路を更に備え、各回路は、それぞれの所定の長さの電力ケーブルおよび
／あるいは変圧器からの熱を回収するよう作動することを特徴とする、請求項１７に記載
の装置。 
【請求項１９】
　前記伝熱装置は、約１００Ｗ～約２００Ｗの電力を、ケーブルの長さ１メートルにつき
回収するよう作動することを特徴とする、請求項１～１８のいずれか１項に記載の装置。
【請求項２０】
　各回路の前記伝熱装置は、他の回路の伝熱装置から離れて配置されていることを特徴と
する、請求項１８に記載の装置。 
【請求項２１】
　各回路の前記伝熱装置は、他の回路の伝熱装置と共に、局在する配列を形成しているこ
とを特徴とする、請求項１８に記載の装置。 
【請求項２２】
　複数の電力ケーブルおよび／あるいは複数の変圧器からの熱を冷却および回収する方法
であって、該方法は、
　第１の管を、少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは少なくとも１つの変圧器
と熱接触するよう配置するステップと、
　伝熱装置を前記第１の管に連結するステップと、
　電流が前記少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは前記変圧器を流れる際に、
流体循環手段を用いて、流体を前記第１の管を介して循環させるステップと、
　前記伝熱装置において、加熱された流体から、前記ケーブルおよび／あるいは変圧器の
熱エネルギーの少なくとも一部を回収するステップと、
　後に外部加熱システムによって再利用するべく、回収された熱エネルギーを、前記伝熱
装置に連結された加熱回路において利用可能にするステップとを備えることを特徴とする
方法。
【請求項２３】
　前記第１の管を配置するステップは、前記第１の管を少なくとも１本の電力ケーブルお
よび／あるいは少なくとも１つの変圧器の近位に配置することを備えることを特徴とする
、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　前記第１の管を配置するステップは更に、前記第１の管を地表面の下、地中の電力ケー
ブルの近位に配置することを備えることを特徴とする、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第１の管を配置するステップは、該管を、前記少なくとも１本の電力ケーブルおよ
び／あるいは変圧器に、螺旋状に巻付けることを備えることを特徴とする、請求項２２～
２４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２６】
　前記伝熱装置を、少なくとも流出管と返流管とを備える流路によって、前記第１の管に
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連結するステップを更に備えることを特徴とする、請求項２２～２５のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項２７】
　前記流体を循環させるステップは、前記流体を前記第１の管を介して圧送することを含
むことを特徴とする、請求項２２～２６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２８】
　前記加熱回路を、１組の流体管を介して前記伝熱装置に連結するステップを更に備える
ことを特徴とする、請求項２２～２７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２９】
　前記熱エネルギーを回収するステップは、前記加熱された流体を凝縮し、前記熱エネル
ギーを抽出することを備えることを特徴とする、請求項２２～２８のいずれか１項に記載
の方法。
【請求項３０】
　前記熱エネルギーを回収するステップは、ケーブルの長さ１メートルにつき約１００Ｗ
～約２００Ｗの電力を回収することを特徴とする、請求項２２～２９のいずれか１項に記
載の方法。
【請求項３１】
　前記加熱回路を外部加熱システムと連動させ、前記回収された熱を前記外部加熱システ
ムへと搬送するステップとを更に備えることを特徴とする、請求項２２～３０のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項３２】
　前記回収された熱を搬送するステップは、加熱された流体を、前記外部加熱システムへ
と圧送することを備えることを特徴とする、請求項３１に記載の方法。
【請求項３３】
　添付の図１～３を参照し、実質的に前述された装置および方法。 
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　本発明は、電力を供給および伝送する機器の冷却に関し、具体的にはケーブルおよび変
圧器からの熱を冷却および回収する装置、ならびに方法に関する。
　実際の安全上の理由から、都市部では、例えば鉄塔などの空中における支持を用いるの
とは対照的に、地下あるいは地中の高圧電源ケーブルを介して、電力を供給するのが通例
である。従って、ほとんどの近代的な都市および街の真下には、発電施設から電力を受取
る、局在する変電所に連結された、大規模な電力ケーブルのネットワークが存在する。
【０００２】
　通常、都市部における電力ケーブルは、これらの地域に集中する住民および労働人口か
らのエネルギー需要により、高負荷（すなわち大電流）に影響を受けやすい。従って大電
流を搬送する結果、ケーブルはケーブルの導電性コアの自然抵抗によって、著しい加熱を
示し得る。コアの抵抗加熱によって発生する熱は、ケーブルの温度を、ケーブル周囲の地
中材料の周囲温度をはるかに上回る温度にまで上昇させ得る、ということが分かっている
。操作上の理由から、公益事業会社は、ケーブルを周囲温度（例えば、ケーブルの深さに
おける地面の温度）から４０℃の間の温度で操作することを好む。しかし、高需要の際に
は、ケーブルは９０℃近い温度で、また該温度は１２０℃にまでも上昇する可能性もあり
、極度な負荷条件下で作動することが頻繁にあり得る。
【０００３】
　このような温度において、通常ケーブルは熱膨張によって変形し、その後、需要が減少
する（すなわち電流が下降する）につれて収縮する。しかし、ケーブルの膨張・収縮が繰
り返されると、ケーブルの稼働寿命が早期の段階で短縮される可能性があり、また、ケー
ブルの結合部および接続部の健全性に悪影響を及ぼし得る。ケーブルの交換は通常、公益
事業会社にとって高額な費用のかかる業務であり、特に地中ケーブルについては掘削が必
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要であることから、専用の掘削機が必要なだけでなく、都市部の交通および歩行者に、広
範囲にわたって混乱を生じさせる可能性がある。 
【０００４】
　従って、概して電力ケーブルの加熱は、公益事業会社にとって極めて難解な問題である
。利用可能なケーブルネットワーク全体に負荷を均等にするため（例えば、いくつかのケ
ーブルを冷却させるため）、高需要の期間は電力供給を別ルートに切替えることも可能で
あるが、この方法は必ずしも成功するとは限らず、いずれにしても、需要を満たす必要が
ある時にネットワークの容量を低下させてしまう可能性がある。
【０００５】
　また、電力ケーブルは、通常３本のケーブルが１組となって同一の掘削溝に敷設されて
いるため、その結束されたケーブルによって、比較的需要が低い期間であっても、相当量
の熱エネルギーが発生し得るということが容易に認識される。公益事業会社は以前、ケー
ブルの加熱の問題を、ケーブルの周囲に水冷式のカバーあるいは送風装置を用いることに
よって対応しようと試みたが、これらの構成はある程度の成果を収めたのみであって、概
して実行するのにコストがかかる。
【０００６】
　操作上の制約およびケーブルの寿命の低下に加えて、ケーブルの加熱に関するもう１つ
の重要な局面は、周辺の地面に消失する相当量の熱エネルギー廃棄物である。 環境への
意識が高まる中、天然資源の減少、エネルギーコストの上昇、現在の導電ケーブルからの
熱の不十分な利用は、注目すべき問題であり、このことは先行技術で取上げられてきた。
現在、ほとんどの国の政府が温室効果ガスの排出に対する目標を設定しているため、公益
事業会社は顧客の現在のそして上昇していく将来の需要への対応を試みてはいるものの、
エネルギーをより効果的に供給し、ＣＯ２の排出を削減するという重責は増え続けている
。
【０００７】
　従って本発明の目的は、当該技術における上記の問題の全てとは言えないがそのうちの
いくつかの問題に、電力ケーブルおよび任意的には関連するいかなる変圧器の効果的な冷
却を可能にし、ケーブルおよび／あるいは変圧器によって発生する熱の少なくとも一部の
回収を可能にする装置および方法を提供することにより、対処することである。
【０００８】
　本発明の第１の局面によると、電力ケーブルおよび／あるいは変圧器からの熱を冷却お
よび回収する装置であって、該装置は、少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは
少なくとも１つの変圧器と熱的に接触する第１の管と、前記第１の管に連結された伝熱装
置と、流体循環手段と、前記伝熱装置と連結され、外部加熱システムと連動する加熱回路
とを備え、使用中、前記循環手段は、前記第１の管を介して流体を循環させ、それによっ
て前記伝熱装置が、前記ケーブルおよび／あるいは前記変圧器の熱エネルギーの少なくと
も一部を、後に前記加熱回路を介し外部加熱システムを用いて再利用するべく、加熱され
た流体から回収するよう作動する装置が提供される。
【０００９】
　第１の管を、少なくとも１つの電力ケーブルおよび／あるいは変圧器、第１の管に連結
された熱伝達装置、および流体循環手段に熱接触させるということは、ケーブルおよび／
あるいは変圧器によって発生する熱エネルギーの少なくとも一部分が、循環する流体によ
って除去可能であり、また熱伝達装置の作用によって回収可能であるため、特に有利であ
ると考えられる。この方法において、前記装置は２つの機能を果たすことが可能であり、
前記機能においては、循環流体がケーブルを冷却する（およびケーブルの温度を低下させ
る）だけでなく、熱エネルギーが熱伝達装置によって回収され、後に加熱回路を介し、外
部加熱システムによって再利用されてもよい。
【００１０】
　ここでの「電力ケーブル」あるいはその省略形の「ケーブル」とは、導電ケーブルの全
ての形態、具体的には高圧電力ケーブルおよび電圧の伝播および伝送に適したその他のタ
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イプのケーブルを含む地中のケーブル、が含まれると解釈されるべきである、ということ
は認識されるべきである。実際には、前記ケーブルは変圧器巻線の一部を形成していても
よい。また、単一ケーブルについて具体的に触れられているが、これが限定的なものでは
ないということ、従って全ての実施例が、本発明から逸脱することなく２本、３本あるい
はそれ以上のケーブルが存在する構造にまで及び得るということは理解されるべきである
。確かに実際のところ、電力ケーブルは通常、操作上の理由から３本１組になって敷設さ
れており、従ってここに開示される装置および方法は、１本のみ、あるいは３本のケーブ
ルと併せて用いられてもよく、あるいは所要の冷却構造に応じて拡大縮小されてもよい。
【００１１】
　また、「１つの変圧器」あるいは「複数の変圧器」とは、全ての導電変圧器、具体的に
は配電変電所の配列において用いられるもの、を含むことを意図しているため、地上の変
圧器および地中の変圧器の両方を含んでいてもよい。変圧器の性質に関する制限は、本発
明の装置と併せて用いるのに適した変圧器でなければならない、という以外は示されてい
ないが、変圧器は通常、複数のケーブル巻線が周囲に巻付いた鉄のコアで構成されている
であろう。
【００１２】
　ここでの「外部加熱システム」とは、個人あるいは商業用の土地あるいは地所のための
、いかなる流体ベースの暖房システム、例えばガス、オイル、あるいは電気セントラルヒ
ーティングシステム、あるいは床暖房システム等、を含むと解釈されるべきである。個人
用の土地には、家、バンガロー、アパート、老人介護施設等が非限定的に含まれてもよく
、それに対して商業用の土地には、会社、工場および小売店等が含まれていてもよい。ま
た、外部加熱システムは、学校、病院、役所、および自治体の施設、例えば図書館、公立
のスイミングプール等、に対応していてもよい。
【００１３】
　前記第１の管は、少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは少なくとも１つの変
圧器の巻線に熱接触している。「熱接触」とは、熱エネルギーが、少なくとも、また最も
好ましくは伝導過程によって、ケーブルあるいは巻線から第１の管まで通過可能であるこ
とを意味する。従って第１の管は、ケーブルあるいは巻線と物理的に接触して、管の外面
とケーブルの外面との間の直接的な熱伝達を可能にしていてもよい。あるいは、第１の管
は、少なくとも部分的に熱伝導性である介在材料（例えば土あるいは土類、あるいは散逸
媒体、例えば多孔性の鉱石等）によって、ケーブルの外面から離れていてもよい。
【００１４】
　前記第１の管は、内部穴を有し、前記穴を流体が流れるパイプであることが好ましい。
前記パイプは、金属、例えば銅、あるいは高融点の（すなわち融点がケーブルの作動温度
より高い）プラスチックで形成されていてもよい。前記パイプは実質的に堅固であること
が好ましいが、あるいは特定の用途に応じて柔軟であってもよい。当然のことながら、い
かなる耐熱パイプ材料が代替的に用いられてもよい。
【００１５】
　好適な実施例において、第１の管は、少なくとも１本の電力ケーブルおよび／あるいは
巻線の近位に配置されており、最も好ましくは、ケーブルおよび／あるいは巻線に直接接
触して、前記管を介して循環する流体に熱を効果的に伝達する。導電ケーブルが地中土壌
に存在することによって、前記ケーブルのコアと実質的に同心の連続した等温線で構成さ
れる、半径方向の温度勾配が作り出される。前記熱勾配は、明らかにケーブルに最も近い
場所で最も高く、ケーブルからの半径方向の距離と共に、最も外側の等温線が周囲材料の
大気温度と平衡を保つまで、減少する。従って、流体への伝熱効果を最大限に活かすには
、第１の管は、好ましくはケーブルおよび／あるいは巻線に可能な限り近くするべきであ
る。
【００１６】
　しかし、第１の管をケーブルに対して近接させるか間隔をあけるのかについては、ケー
ブルの位置と構造（例えば形）、ケーブルを囲む材料、および第１の管がケーブルの初期
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設置の際に配設されるのか、あるいはその後改修設置された際に配設されるのかによって
決定する、ということは認識されるべきである。従って、いくつかの例においては、第１
の管をケーブルと直接接触するように配置することは、伝熱効果の低下が起こり得るため
、実用的でないかもしれない。しかし、大抵の用途においては、熱伝達が十分に行えるよ
う、第１の管をケーブルの比較的近くに配置し、冷却およびケーブルからの熱の回収を行
うことが可能であるはずである。同様のことが変圧器の巻線にも該当し、従って第１の管
は巻線に接触するか、あるいは可能な限り近くに配置されるべきである。
【００１７】
　１つの好適な実施例において、第１の管は、ケーブルが配設（すなわち敷設）される時
、あるいはその後のケーブルの改修掘削が行われる時のいずれかに、少なくとも１つの電
力ケーブルに螺旋状に巻付けられる。ケーブルの周囲に管を螺旋状に巻付けることによっ
て、第１の管の全体的な長さが増し、熱伝達を最大限に高める。他の配置においては、第
１の管は直線状で、ケーブルに対して実質的に平行に配置されてもよく、あるいは外面を
最大化し、熱伝達を先の例と同様に増加させるべく、実質的に鋸状あるいは「ジグザグ」
状の形状を有していてもよい。しかし、いかなる適切な第１の管の形あるいは構造が、本
発明のいかなる利益を犠牲にすることなく本発明と併せて用いられ、第１の管がケーブル
の上、下、あるいは隣、あるいは（複数のケーブルがある場合）その間に配置されてもよ
い。
【００１８】
　従って、一度配設された第１の管は、その稼働寿命の間は１本のケーブルあるいは複数
のケーブルと共に、地下に残留することが好ましい。地上の変圧器が冷却されるべき場合
には、第１の管は代替的に地上に配置されてもよく、あるいはケーブルと変圧器とが同時
に冷却されるべき場合には、地上と地下の両方に配置されてもよい。
【００１９】
　熱伝達装置は、流路によって第１の管に連結されていることが好ましく、前記流路は、
少なくとも流出管と返流管とを備えていてもよい。好適な実施例において、熱伝達装置は
ヒートポンプ、最も好ましくは不可逆ヒートポンプであって、第１の管から離れて、好ま
しくは地上に配置されていてもよい。しかし、熱伝達装置のその他のいかなる形状が本発
明と併せて用いられ、加熱された流体から熱エネルギーを回収してもよい。
【００２０】
　流出管および返流管は、第１の管の材料と同一の材料で形成されていてもよく、従って
好ましくは、銅管あるいはチューブであってもよく、各管は、その中を流体が通過する、
内部穴を画定している。「流出管」とは、冷却流体が熱伝達装置から離れる方向に流れ、
第１の管に向かって流出する際に通る管を意味する。それに対して「返流管」とは、加熱
された流体が、第１の管から熱伝達装置に向かう方向に戻る際に通る管を意味する。
【００２１】
　従って、流出管および返流管のそれぞれの長さの少なくとも一部は、地表面の下に存在
し、地中の第１の管と流体連結していることが好ましく、前記流出管および返流管の残存
部分は、熱伝達装置に接続するべく経路を定められていることが好ましい、ということは
認識されるべきである。
【００２２】
　しかし、第１の管および流出・返流管は、互いに接続可能な独立したコンポーネントと
して好適に上述されているが、少なくともいくつかの実施例において、これらの特徴は、
熱伝達装置と共に流体回路を形成する、１つの一体型パイプラインに対応していてもよい
と想定されていることは、認識されるべきである。
【００２３】
　流出管および返流管は、断熱材によって被覆され、流体が流路を循環するに従って熱が
周囲環境に伝達するのを抑制することが好ましい。断熱材は返流管にとって特に重要であ
り、それは加熱された流体からの熱のいかなる損失も、熱回収工程の全般的な効率を低下
させるためである。しかし、断熱材は概して循環する流体への伝熱効果を妨げるため、流



(8) JP 2013-543367 A 2013.11.28

10

20

30

40

50

出管および返流管の第１の管に近い部分と、第１の管に実際に沿っている部分とには、断
熱材は存在しないことが好ましいということが指摘されている。
【００２４】
　好適な実施例において、流出管および返流管は地上で経路が定められ、熱伝達装置に接
続される。熱伝達装置は第１の管から離れて配置されることが好ましいため、流出・返流
管は、熱伝達装置の位置によって、数メートルあるいは数十メートル、あるいはそれ以上
延出していてもよいということになる。当然のことながら、厳密な構成は特定の実施形態
によって決定されるため、流出・返流管の長さは各冷却構造によって異なる可能性がある
。しかし、実用的な理由から、第１の管の位置と熱伝達装置の位置との間の距離は、あま
り長すぎないことが好ましく、これは返流管からの熱の損失は管の長さに応じて増加する
ためである。
【００２５】
　前記装置における流体は、冷却材、例えば従来の冷媒であることが好ましい。しかし、
特定の実施形態、所要の冷却レベルおよび／あるいは所望の熱回収効率に依って、いかな
る適切な伝熱流体が用いられてもよい。いくつかの実施例において、蒸留水あるいは水性
溶液を前記流体として用いてもよいということが、その他の利用可能な冷却材ほど効果的
ではないかもしれないが、可能であり得る。
【００２６】
　流体循環手段は、ポンプを備えていることが好ましい。前記ポンプは油圧ポンプあるい
は電気ポンプ、あるいは両者の組合せでもよく、操作上の要件に従って形成され得る。前
記流体循環手段は流路のいずれの地点に配置されてもよいが、流出管内に配置されること
が好ましく、あるいは熱伝達装置自体の一部を形成していてもよい。
【００２７】
　流体循環手段の機能は、流体が流路を巡り、第１の管を通るように流体を循環させるこ
とであり、こうすることによって流体が第１の管を通るに従って加熱されることが好まし
い。第１の管と導電ケーブルとの間の熱接触によって、熱は、好ましくは伝導過程によっ
て流体に伝達され、これによって流体の蒸発が促進され、ケーブルから熱を奪い、その熱
を部分的に気化した流体へと引込む。ケーブルから熱を奪う作用は、熱エネルギーを除去
することによってケーブルを冷却し、その結果ケーブルの温度を低下させる。
【００２８】
　この方法でケーブルを冷却することによって、ケーブルの作動温度を低下させ、熱膨張
の影響を軽減する。その結果、ケーブルの寿命が延び、冷却されないケーブルの寿命を上
回り、ケーブルのジョイント部分の損傷も顕著に減少し得るということが分かった。また
、ケーブルが前記装置によって能動的に冷却されるため、ケーブルは高い負荷でもかなり
長時間作動可能で、これによって、いくつかのあるいは全ての操作上の制約を取除くこと
ができ、切替供給および／あるいは負荷バランシングの必要性を避ける、あるいは最小化
することが可能となる。
【００２９】
　加熱回路は熱伝達装置に連結され、外部加熱システムと連動するようになっている。加
熱回路を配設することは、そうすることによって熱エネルギーが再利用されるべく熱伝達
装置によって回収され、外部加熱システムへと伝達されることが可能となるため、特に有
利である。好適な実施形態において、加熱回路は１組の流体管を介して熱伝達装置に連結
されており、前記流体管の一方は流入管として機能し、他方は返流管として機能する。「
流入管」とは、加熱された流体が熱伝達装置から離れる方法に流れ、加熱回路に向かって
流入する際に通る管を意味する。それに対して「返流管」とは、ここでは流体が加熱回路
から離れる方向に流れ、熱伝達装置に戻る際に通る管を意味する。
【００３０】
　好適な実施例のいくつかにおいて、熱伝達装置は加熱された流体を流路から（すなわち
第１の管と連結された返流管から）、加熱回路の流入管を介して加熱回路へと、直接伝達
してもよい。それに対して他の実施例においては、熱交換機構が作動してもよく、前記熱
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交換機構は、まず加熱された流体から熱エネルギーを回収し、その後、加熱回路に流入し
加熱回路から流出する別の流体を加熱するのに用いられる。どちらの場合にせよ、熱伝達
装置は加熱された流体からの熱を回収・濃縮するべく作動し、前記加熱された流体は、加
熱回路へと直接圧送されることも、あるいは別の流体を加熱するべく用いられることも可
能である。前記加熱回路は、高温で作動するべく構成されていることが好ましい。 
【００３１】
　更なる代替的な実施例においては、熱交換機構を加熱回路に組込み、熱伝達装置から受
取った加熱された流体から熱が抽出され、前記熱は別の流体を加熱するべく用いられ、外
部加熱システムへと搬送されるということも可能であるかもしれない。この方法において
、外部加熱システムにおける流体は、本発明の装置において用いられるタイプの流体とは
異なるものであってもよい。
【００３２】
　加熱回路は、流出管と返流管とで構成されるインターフェースを備えていることが好ま
しい。前記インターフェースの機能は、既存の外部加熱システム、例えば個人あるいは商
業用の土地におけるセントラルヒーティングシステム、に連結することである。あらゆる
適切なインターフェースの管が、本発明の加熱装置と併せて用いられてもよい。しかし、
標準的なヒートコネクタおよび標準的なゲージパイプが、特に改修の実施が予想される部
分に、既存の加熱システムと適合させるべく用いられるであろうと予想される。前記イン
ターフェースの管は、断熱材で被覆され、加熱された流体が外部加熱システムへと搬送さ
れる際に、熱が周囲に損失するのを防ぐことが好ましい。
【００３３】
　冷却回路の流路からの加熱された流体が直接加熱回路へと搬送される実施例、あるいは
熱伝達装置における熱交換機構が加熱回路における別の流体を加熱するべく用いられる実
施例において、加熱回路は単に油圧あるいは電気ポンプを好適に備えていてもよく、前記
ポンプは、流体をインターフェースの流出管を介して、外部加熱システムへと搬送するべ
く作動する。
【００３４】
　しかし、熱交換機構が加熱回路に組込まれている実施例において、熱エネルギーはまず
抽出され、別の流体を加熱するべく用いられる。その後、前記熱エネルギーは、加熱回路
によって、インターフェースの流出管を介して外部加熱システムへと圧送されることが好
ましい。
【００３５】
　加熱回路からの加熱された流体は、その後、外部加熱システムにおいて用いられている
既存の流体（例えば水）の代わりに用いられてもよく、あるいは加熱回路を通って循環さ
れている実際の流体に相当し、前記流体を熱交換機構によって加熱してもよい。
【００３６】
　この方法において、本発明の装置は効率的な技術を提供している。該技術によって、１
本あるいは複数のケーブルからの熱エネルギーが、外部加熱システムに搬送され、居住ス
ペースあるいは仕事場に、内部加熱を、化石燃料を追加消費することなく供給することが
可能である。従って本発明は、本来は「廃棄物」であるエネルギーを、容易に利用可能な
技術を用いて熱供給源として確実に再利用するため、環境面において大きな利益を有する
。その結果、個人および企業は、いかなる加熱要件をも犠牲にすることなく、単にこれま
で地面に消失していた熱エネルギーを利用することによって、二酸化炭素排出量を低減さ
せることが可能になるであろう。
【００３７】
　約１００Ｗ～約２００Ｗの電力が、そして通常は約１５０Ｗの電力が、ケーブル１メー
トルにつき回収され得るということが示されてきた。従って、例えば、約１５ｋＷの電力
が、それぞれ１００メートルの長さのケーブルによって獲得され得る。この長さの３本の
ケーブルでは、約４５ｋＷの電力と同等となる。平均的な個人の地所には、適切な断熱性
があると想定して、暖房および温水に１日約８．５ｋＷ（季節的な変化を考慮して）が必
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要であるため、このような地所５件を、それぞれが１００メートルの地中ケーブルで加熱
し得るということは、確実に実行可能である。イギリス単独における都市部の電力ケーブ
ルの全体的な長さが、数百キロメートルであるということを考慮すると、本発明の有用性
および環境面における信頼性は即座に明確となる。これは、本発明はイギリスおよびその
他の場所の両方における温室効果ガス排出に関して、重要な役割を果たし得るためである
。
【００３８】
　特定の電力ケーブルは数十メートルあるいは数百メートルに亘って延出し得るため、第
１の管の長さ、より厳密に言えば第１の管がその上を延出するケーブルの長さは、能動的
に冷却されるべき所望の長さに依って変化させてもよく、また拡大縮小が可能であっても
よい。従って、第１の管は、特定の実施形態および構造によって決定されるいかなる所要
の長さのケーブルの上にも、延出していてもよいということが認識されるべきである。
【００３９】
　しかし、実際には、１本の管および１つの熱伝達装置によって冷却可能なケーブルの長
さには、通常制限がある。従って、複数の管および複数の熱伝達装置が、特定のケーブル
には必要であるかもしれない。そのため、ケーブルの長さに沿っていくつかの「接続ポイ
ント（ｂｒｅａｋｏｕｔ ｐｏｉｎｔｓ）」が必要とされることが望ましい。前記接続ポ
イントは、流出・返流管が地面から出てくる場所と一致していることが好ましく、下記の
いずれか１つあるいは複数の基準に従って、間隔があけられていてもよい。
・単位長さ当たりのケーブルによって回収される必要がある熱の量（ケーブルにかかる負
荷によって決定され、ケーブルへの負荷が高いほどより多くの熱が発生し、より多くの接
続ポイントが必要になる）
・熱回収の効率（回収効率が低いほど、必要とされる接続ポイントがより少ない）
・回収されたエネルギーの最終利用に関する運転基準（例えば外部加熱システムの詳細、
加熱されるべき地所の大きさ、および特定の熱需要）
・地理的な考慮（例えば都市の障害物による制限、例えば道路の交差点、覆っている建物
等）
・装置の特定の配置、およびケーブルの特定の形状等
　本発明の装置は、第１の管、熱伝達装置、流体循環手段および加熱回路のそれぞれの配
置によって画定された、少なくとも１つの流体閉回路の形態を取ってもよい。実用的な理
由から、前記装置は複数の流体閉回路を備えていることが好ましく、各回路は、各所定の
長さのケーブルから熱を回収するよう、作動することが好ましい。
【００４０】
　流体閉回路は、特定の冷却・熱回収要件に従い、互いに直接隣接していても、あるいは
離れていてもよい。また、各回路の熱伝達装置は、他の回路の熱伝達装置から離れて配置
され、それぞれできる限り加熱されるべき土地に近接して配置されていてもよい。あるい
は各熱伝達装置は、局在する熱伝達装置の一団あるいは配列に配置され、専用の断熱流路
によって第１の管に連結されていてもよい。
【００４１】
　更に、熱伝達装置および加熱回路は、独立したコンポーネントとして説明されてきたが
、これらが、加熱回路が熱伝達装置の一部である、あるいはその逆の、一体型のユニット
を形成するということも可能である。
【００４２】
　当然のことながら、管、流路、熱伝達装置および加熱回路のいかなる適切な配置が本発
明と併せて用いられてもよく、各特定の実施形態は地理的要件および配置の制限等に適合
するべく、ある程度カスタマイズされた配置および構成を必要とする、ということは理解
されるべきである。
【００４３】
　本発明の第２の局面によると、複数の電力ケーブルおよび／あるいは複数の変圧器から
の熱を冷却および回収する方法が提供される。前記方法は、第１の管を、少なくとも１本
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の電力ケーブルおよび／あるいは少なくとも１つの変圧器と熱接触するよう配置するステ
ップと、伝熱装置を前記第１の管に連結するステップと、電流が前記少なくとも１本の電
力ケーブルおよび／あるいは１つの変圧器を流れる際に、流体循環手段を用いて、流体を
前記第１の管を介して循環させるステップと、前記伝熱装置において、加熱された流体か
ら、前記ケーブルおよび／あるいは変圧器の熱エネルギーの少なくとも一部を回収するス
テップと、後に外部加熱システムによって再利用するべく、回収された熱エネルギーを、
前記伝熱装置に連結された加熱回路において利用可能にするステップとを備える。
【００４４】
　本発明の第２の局面に関する実施例は、先行する実施例のいずれかに関して説明された
通り、前記装置の配設、操作および使用に関するものであるということは理解されるべき
である。従って、本発明の第１の局面に関して説明された定義および特徴は、本発明の第
２の局面にも同様に適用される。従って説明を簡易にするため、前記定義および特徴は繰
返さない。
【００４５】
　本発明の方法は、ケーブルの新規配設と、１本あるいは複数の既存のケーブルを掘出し
、前記装置を配設可能にする、その後の改修設置との両方に用いられるであろうと予想さ
れる。改修は、定期的なケーブル修理あるいはメンテナンスの際に行われてもよく、こう
することでコスト削減の可能性があり、あるいは、具体的には前記装置を配設する単独の
目的で行うことも可能である。
【００４６】
　従って、装置の配設における第１段階では、通常、ケーブルを受入れる溝を掘削する、
あるいは既にケーブルを含む溝の掘削を行うことが必要となるであろう。既存のケーブル
は地中探知レーダ、あるいはその他のケーブル探知技術を用いて探してもよい。安全上の
理由から、公益事業会社は、好適に「稼働停止時間」を設定し、ケーブルが供給ネットワ
ークから一時的に除去・絶縁されてもよい。この方法において、導電ケーブルからの感電
のリスクはない。
【００４７】
　一度ケーブルが配設されると、あるいは掘削溝において露出されると、第１の管は、ケ
ーブルと熱接触するよう、ケーブルの近位に配置されることが好ましい。好適な実施例に
おいて、第１の管は、所定の長さのケーブルに螺旋状に巻付けられ、ケーブルの外面と直
接接触することが好ましい。
【００４８】
　代替的な実施例において、第１の管は、直線的に、ケーブルの長手方向の軸に実質的に
平行に配置されていてもよく、あるいはケーブルの下、上、あるいはケーブルに隣接して
、あるいは（複数のケーブルが存在する場合は）ケーブルの間に、実質的に鋸歯状あるい
は「ジグザグ」状に構成されていてもよい。
【００４９】
　当然のことながら、第１の管の位置は、１本あるいは複数のケーブルの特定の実施形態
および形状によって決定され、冷却されるべきケーブルのタイプ、地理的制約、操作上の
制約、および／あるいは将来的なケーブルへのアクセスに影響され得るということは認識
されるべきである。しかし、第１の管の構成および配置は、新たなケーブルを配設する際
に最も効率的に行えるよう最適化され、配設作業者が第１の管をどのように配置するかに
関して、より大きな柔軟性を有するようになっていてもよい、ということは明白である。
【００５０】
　一度配設された第１の管は、好ましくは伝導過程によって、ケーブルから熱エネルギー
を受取り可能なように、地中の電力ケーブルに直接接触し、あるいは近接している。　本
発明の第１の局面に関して上述された通り、第１の管は、少なくとも流出管と返流管とを
備える流路によって、熱伝達装置に連結されていることが好ましい。前記流出・返流管は
、第１の管がケーブルに装着された後、第１の管に接続されることが好ましく、その後、
溝から熱伝達装置へ向かって経路が定められていてもよい。流出・返流管を第１の管およ



(12) JP 2013-543367 A 2013.11.28

10

20

30

40

50

び熱伝達装置に接続するべく、いかなる適切な接続技術が用いられてもよい。
【００５１】
　熱伝達装置は、第１の管から離れて配置されていることが好ましいため、 溝および流
出・返流管は、特定の実施形態によっては数メートルあるいは数十メートルあるいはそれ
以上、延出していてもよい。しかし、熱の損失を低減するべく、前記管は断熱材で被覆さ
れていることが好ましい。
【００５２】
　流体循環手段は、流路の流出管内に配置され、ケーブルが通電されている際に、好まし
くは圧送によって、冷却流体が第１の管を通って循環するよう作動することが好ましい。
前記流体は冷却材、所要の冷却レベルおよび所望の熱回収効率によって、例えば冷媒、あ
るいは水、あるいは水性溶液であってもよい。
【００５３】
　流体は流路を循環するため、前記流体は、第１の管を通過する際に加熱されることが好
ましい。第１の管と通電ケーブルとの間の熱接触によって、熱は、好ましくは伝導過程に
よって流体に伝達される。これによって流体の蒸発が促進され、ケーブルからの熱を奪い
、その熱を部分的に気化した流体に引込む。ケーブルから熱を奪う作用は、熱エネルギー
を取除くことによってケーブルを冷却し、その結果ケーブルの温度を低下させる。
【００５４】
　加熱された流体はその後、ケーブルの熱エネルギーの少なくとも一部、好ましくは大部
分を、加熱された流体から回収するよう作動する熱伝達装置へと圧送される。好適な実施
例において、前記熱伝達装置は、熱エネルギーを凝縮工程によって回収する。こうするこ
とによって熱が抽出可能となり、また、加熱された流体を凝縮することによって、熱伝達
装置に連結された加熱回路で前記熱が利用可能となる。
【００５５】
　凝縮工程は、加熱された流体からケーブルの熱を効率的に回収する、熱交換機構によっ
て行われてもよい。
　代替的に、前記熱伝達装置は加熱された流体を、外部加熱システムへと搬送するべく、
好ましくは前記流体を加熱回路へと圧送することによって、直接加熱回路に供給してもよ
い。
【００５６】
　別の実施例において、前記熱交換機構は、回収された熱を加熱回路における別の流体へ
と搬送することによって、該別の流体を加熱するべく用いられてもよく、前記流体はその
後、好ましくは高温で作動している、加熱回路を循環され得る。
【００５７】
　本発明の第１の局面に関して上述される通り、熱伝達装置および加熱回路は、１組の流
体管、すなわち流入管および返流管によって連結されていることが好ましい。従って、加
熱された流体は、流入管を介して加熱回路に供給されてもよい。前記加熱回路は、加熱さ
れた流体、あるいは加熱された別の流体を、個人あるいは商業用の土地等の外部加熱シス
テムへと直接圧送してもよく、あるいは一体型の熱交換機構によって熱を抽出してもよい
。前記一体型熱交換機構はその後、熱を外部加熱システムの循環ネットワークに存在する
更なる流体へと搬送するのに利用され得る。後者の場合、これによって外部加熱システム
の流体を、加熱回路を循環する流体、あるいは加熱回路および流路から隔離することが可
能になり、このことは、これらの流体が異なるタイプ（例えば冷媒と水等）の場合には、
有利となり得る。
【００５８】
　加熱された流体が、外部加熱システムの循環ネットワークへと直接圧送される場合、前
記流体が既存の流体（例えば水）の代わりをし、従って熱は内部加熱を行うべく前記土地
へと搬送される。あるいは、外部加熱システムの既存の流体は、加熱回路によって加熱さ
れ、既存の循環ネットワークを用いて前記土地を循環されてもよい。どちらの場合におい
ても、熱エネルギーのソースは地中ケーブルによって発生した熱であり、該熱は本装置お
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よび方法の作用によって回収されている。
【００５９】
　変圧器を冷却する用途において、前記方法は上述されたものと本質的に同様であるが、
変圧器は地上に配置されてもよく、従って管は、変圧器の周囲に巻付けることによって巻
線に連結可能であり、掘削は不要であるということは認識されるべきである。
【００６０】
　上述の通り本発明は、公益事業会社にとっての運用有効性およびコスト削減と環境問題
との両方の観点から、土地の暖房需要は、その他に化石燃料を消費する必要もなく、本質
的に「廃棄される」エネルギーを再利用することによって満たされ得るという、大きな利
益をもたらす。その結果、本発明の装置および方法が用いられるいかなる土地において、
温室効果ガスの排出の低減が実現し得、このことは地球温暖化が次世代に与える影響やダ
メージを抑制するのに、重要な影響をもたらす。
【００６１】
　熱回収のレベルは、それぞれの実施形態によって異なる可能性が高いということは認識
されるべきである。改修用途においては、操作上のおよび地理的な制約などによって、前
記装置の配設に関する柔軟性が低下するため、熱回収のレベルはおそらく低下するであろ
うということが実際に予想される。しかし、本装置で試されたヒートポンプは、通常４：
１の性能係数（ＣＯＰ）を有する。これは、ヒートポンプを作動させるのに要するエネル
ギーの、最高４倍のエネルギーが回収されているということであり、これより低い熱回収
率および作動効率であっても、本発明の全体的な利益に深刻な影響を与えることなく、許
容され得る。
【００６２】
　以下、本発明の実施例を、例として添付の図面を参照しながら詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本発明の１つの実施例によるケーブル冷却・熱回収装置の概略図を示す。
【図２】本発明の好適な実施例によるケーブル冷却・熱回収装置が、一例として変圧器に
適応された場合の側面図を示す。
【図３】図２の装置の平面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００６４】
　図１を参照すると、本発明のケーブル冷却・熱回収装置１００の特に好適な実施例が示
されている。なお、図１に示される装置は、正確な縮尺で描かれていないため、図は単に
説明を目的としている、ということは理解されるべきである。
【００６５】
　装置１００は、架空の線で示された地表面の下に埋設された地中電力ケーブル１０４と
熱接触している、第１の管１０２を備える。ケーブル１０４は、通常都市部に配設される
、従来の高圧ケーブルの一種であり、不定量の電流負荷を搬送するよう作動する。通常、
ケーブル１０４はシースで被覆されている（図示なし）。
【００６６】
　高圧電力ケーブルは、操作上の理由から、通常３本１組で配設されている。図１では明
確にするため１本のケーブルのみが示されているが、これに限定されないということは認
識されるべきである。従って本発明は、本発明のいかなる利益を犠牲にすることなく、い
かなる本数、あるいは単に１本のケーブルと併せて用いられてもよい。
【００６７】
　装置１００は更に熱交換器１０６を備え、該熱交換器１０６は本実施例においては不可
逆ヒートポンプであり、流出管１０８と返流管１１０とを備える流路によって、第１の管
１０２に連結されている。ヒートポンプ１０６は従来の設計のもので、特定の実施形態お
よび所望の冷却要件に応じて、拡大縮小が可能である。ヒートポンプは、多様なサイズお
よび多様な性能レベルのものが市販されており、本装置に用いるには、単式および複式ヒ
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ートポンプのどちらも適している。
【００６８】
　「流出管」とは、冷却流体が熱交換器１０６から離れる方向に流れ、第１の管１０２に
向かって流出する際に通る、管１０８を意味する。それに対して「返流管」とは、加熱さ
れた流体が第１の管１０２から熱交換器１０６に向かう方向に戻る際に通る、管１１０を
意味する。
【００６９】
　第１の管１０２、流出管１０８および返流管１１０は、全て銅管で形成されている。図
１に示す通り、第１の管１０２は、管の長さを最大限に活かしてケーブル１０４への良好
な熱接触を確保し、伝熱効果を向上させるべく、ケーブル１０４の周囲に螺旋状に巻付け
られている。当然のことながら第１の管１０２は、ケーブル１０４と実質的に平行に延出
するよう、直線状に配置されてもよく、あるいはケーブルの下、上、あるいはケーブルに
隣接して配置されてもよく、あるいは複数のケーブルが存在する場合にはケーブルの間に
配置されてもよい。実際には、ケーブル１０４と第１の管１０２との間に十分に良好な熱
接触がある限り、いかなる適切な第１の管の形態が用いられてもよい。
【００７０】
　第１の管１０２は、ケーブル１０４が初期敷設される際に配設されてもよく、この方法
が望ましい。それはこうすることによって、設置作業員に第１の管１０２をケーブル１０
４の近位に配置するための、より高い自由度が与えられるからである。あるいは、第１の
管１０２は改修設置の一環として配設されてもよく、それによって第１の管１０２は、ケ
ーブル１０４が敷設された後しばらくしてから、可能性としては該ケーブルが作動可能に
なった後に配置される。
【００７１】
　いずれの掘削溝も、地表面下に埋設され地中の第１の管１０２に連結された流出・返流
管１０８, １１０のそれぞれ一部を残して、設置後に埋戻される。流出・返流管１０８, 
１１０は、通常第１の管１０２から離れて配置されているヒートポンプ１０６の位置まで
、地上に経路が定められる。ヒートポンプ１０６および第１の管１０２は、特定の実施形
態によっては数メートルあるいは数十メートル、あるいはそれ以上離れていてもよい。典
型的な配置において、ヒートポンプ１０６は通常、加熱されるべき土地あるいは地所１２
８付近に配置されており、この位置において流出・返流管１０８, １１０はヒートポンプ
１０６に連結されている。流出管１０８および返流管１１０はいずれも、流路における伝
熱損失を減少させるべく、断熱材（例えばグラスファイバあるいはポリマーベースの物質
）で被覆されている。
【００７２】
　本実施例においては従来の冷媒である冷却液は、流出管１０８、第１の管１０２、返流
管１１０およびヒートポンプ１０６によって画定される流路の中に存在する。 電気ポン
プの形態の流体循環手段１１２は、流体が流路内を循環するよう作動する。ポンプ１１２
は、ヒートポンプ１０６付近において、流出管１０８の流路の中に設置されている。
【００７３】
　該流体が流路および第１の管１０２に圧送されるにつれて、流体は第１の管１０２を通
過する際に加熱される。第１の管１０２と電流を搬送するケーブル１０４との間は熱的に
接触しているため、オーム加熱によって発生した熱は、好ましくは伝導過程を経て、流体
へと伝達される。これによって流体の蒸発を促進し、ケーブル１０４から熱を奪い、その
熱を部分的に気化した流体へと引込む。ケーブル１０４から熱を奪うこの作用は、熱エネ
ルギーを除去することによってケーブルを冷却し、その結果ケーブルの温度を低下させる
。
【００７４】
　その後、加熱された流体は返流管１１０を介してヒートポンプ１０６へと戻され、ヒー
トポンプ１０６は、加熱された流体からケーブル１０４の熱エネルギーを回収する。これ
は凝縮工程によって行われてもよい。



(15) JP 2013-543367 A 2013.11.28

10

20

30

40

50

【００７５】
　特定の設定によっては、加熱された流体から回収された熱は、その後、ヒートポンプ１
０６に連結された加熱回路１１４に供給される、別の流体を加熱するべく用いられ得る。
あるいは、ヒートポンプ１０６は、加熱された流体を直接加熱回路１１４へと圧送しても
よい。加熱回路１１４は、流入管１１６および返流管１１８の１組の管によって、ヒート
ポンプ１０６に連結されている。「流入管」とは、加熱された流体がヒートポンプ１０６
から離れる方向に流れ、加熱回路１１４に向かって流入する際に通る、管１１６を意味す
る。それに対して「返流管」とは、流体が熱回路１１４から離れる方向に流れ、ヒートポ
ンプ１０６の方向に戻る際に通る、管１１８を意味する。
【００７６】
　図１を再度参照すると、この実施例において、加熱回路１１４は２つの流路管を有する
電気ポンプ１２０を備え、加熱された流体を、加熱されるべき土地に設けられた外部加熱
システム１２６へと圧送することが可能となっている。加熱回路１１４は、流出管１２２
と返流管１２４とで構成されるインターフェースを備える。インターフェース管１２２，
１２４は、敷地１２８の外部加熱システム１２６と連結するべく構成されている。該外部
加熱システム１２６は、セントラルヒーティングシステムであっても、あるいは床暖房シ
ステム等であってもよい。
【００７７】
　適合性を持たせるため、インターフェース管１２２，１２４は、標準的な加熱コネクタ
および標準的なゲージ管の形態をしており、既存の加熱システム１２６を容易に接続する
ことが可能である。インターフェース管１２２，１２４は、加熱された流体が外部加熱シ
ステム１２６へと圧送される際に、熱が周囲に損失するのを防止あるいは最小化するべく
、断熱材（例えばグラスファイバあるいはポリマーベースの物質）で被覆されている。
【００７８】
　図１には示されていないが、加熱回路１１４はヒートポンプ１０６と共に一体型ユニッ
トを形成していてもよく、あるいは加熱されるべき土地１２８の外部加熱システム１２６
と一体形成されていてもよい。
【００７９】
　外部加熱システム１２６へと圧送された加熱された流体は、外部加熱システム１２６に
おいて使用される既存の流体（例えば水）に代わって、敷地１２８の既存の循環式加熱ネ
ットワークへと直接圧送される。こうすることによって、熱は内部加熱を行うべく土地１
２８へと搬送される。その結果、土地１２８内のボイラあるいは発熱器１３０を、加熱シ
ステム１２６から切離すことが可能になるが、システムが停止した時の場合の予備として
維持されていてもよい。
【００８０】
　冷却された流体は、外部加熱システム１２６によって、返流管１２４を介して加熱回路
１１４へと戻され得る。その後、該流体は、ヒートポンプ１０６の作用によって加熱回路
１１４が利用可能となった熱エネルギーによって、再加熱され得る。
【００８１】
　本装置および方法は、本質的に拡大縮小が可能であり、従って、図１では単に１つの第
１の管、伝熱装置および加熱回路の構成が示されているが、ケーブルあるいはケーブルの
ネットワークからの熱を能動的に冷却および回収するためには、ケーブルの長さに係らず
いくつのコンポーネントが使用されてもよい、ということは認識されるべきである。また
、図１には示されていないが、特定の設置場所において、１つあるいは複数の変圧器が存
在していてもよい。従って、これらの変圧器が地上あるいは地中にあっても、本発明の適
切な構成によって同様に冷却されてもよい。
【００８２】
　次に図２，３を参照すると、本発明のケーブル冷却・熱回収装置１００の好適な実施例
の、側面図および平面図がそれぞれ示されている。この実施形態において、該装置は変圧
器１３２、例えば通常変電所の配列および配電ネットワーク等で使用される電力変圧器、
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を冷却するべく構成されている。図２，３で示される通り、第１の管１０２は変圧器１３
２の外面の周囲に、管１０２が変圧器の屈曲（図示なし）と熱接触するよう巻付けられて
いる。このようにして、装置１００は、変圧器が電流を搬送する際に変圧器によって生成
される熱エネルギーを抽出することによって、変圧器１３２を冷却するよう作動する。管
１０２は、図２に示されるように、いくつかの独立したループを備えていてもよく、ある
いは変圧器１３２の周囲に螺旋状に巻付けられた１本の管であってもよい。ただし、冷却
を行い変圧器から熱を抽出するために、管のいかなる適切な構成が用いられてもよい、と
いうことは認識されるべきである。
【００８３】
　第１の管１０２は、図２に示す通り、ラック型の構成あるいは棚型のサポート１３４に
よって支持されていてもよい。ただしこの場合も、使用中に管を変圧器に対して適切な位
置に保持するべく、いかなる適切な支持機構が用いられてもよい、ということは認識され
るべきである。棚型サポート１３４は、恒久的に適切な位置に固定されてもよく、あるい
は（その後他の場所に移動可能な）一時的な構造であってもよい。
【００８４】
　本発明のケーブル冷却・熱回収装置は、地中の高圧ケーブルおよび変圧器の温度を下げ
つつ、ケーブルおよび変圧器からの熱を回収するのに理想的に適しているが、本発明の１
つあるいは複数の原理が、他のケーブルタイプおよび／あるいはその他の冷却・熱回収の
用途にまで及び、それによって、さもなければ周囲環境に損失されてしまったであろう消
失した熱を、使用あるいは再利用することが期待される、ということが認識されるであろ
う。
【００８５】
　上記の実施例は、単に例として示されており、本発明から逸脱することなく多数の変形
例が可能である。

【図１】 【図２】
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